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第５４号議案 

   人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第

１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。

記

 住  所  白石市

 氏  名  四 竈 佳 彦

 生年月日  

 住  所  白石市

 氏  名  半 沢 道 彦

 生年月日  

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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第５５号議案 

   令和３年度白石市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について

 上記の議案を提出する。

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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第５６号議案 

   令和３年度白石市水道事業会計利益の処分及び決算の認定並びに白石市下水道  

事業会計決算の認定について

 上記の議案を提出する。

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 

-3-



第５７号議案 

   白石市議会議員定数条例の一部を改正する条例 

 令和４年８月２２日、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規

定により、白石市議会議員定数条例の改正の請求を受理したので、同条第３項の規定

により、意見を付けて議会に付議する。

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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意  見  書 

地方自治法第７４条第１項の規定に基づき、白石市議会の議員定数を１５

人に改正するよう求める直接請求がありましたので、同条第３項の規定によ

り次のとおり意見を附します。 

この度の請求につきましては、地方自治法上必要とされる有権者数の５０

分の１である５６６人を大きく上回る２，２３６人、有権者総数の約７．９％

にあたる方々の連署をもって請求がなされたものであり、この請求のもつ意

義の重さを真摯に受け止めております。 

本市市議会議員の定数につきましては、平成１２年２月の白石市議会議員

定数条例制定時は２４人でありましたが、平成１８年２月定例会において２

１人に、平成２３年６月定例会において１８人とする条例が制定され、現在

に至っております。 

議員定数につきましては、市議会のあり方そのものに係る根幹的な事項で

あり、市議会においても令和２年１２月に設置した議員定数・報酬検討特別

委員会で様々な議論を重ねていただいていることは承知をしております。こ

の度の直接請求につきましては、これまでの取組みを踏まえ、住民の声に慎

重かつ丁寧なご審議のうえ、市議会の責任のもとで適切なるご判断をお願い

したいと考えております。 

なお、提出された条例案について、法制執務上の考え方に照らして、その

記述形式を本市の現行条例と合わせるため、別紙のとおり修正すべきものと

考えるものです。 

令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一    

-8-



（別紙） 

   白石市議会議員定数条例の一部を改正する条例 

 白石市議会議員定数条例（平成１２年白石市条例第３２号）の一部を次の

ように改正する。 

 本則中「１８人」を「１５人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、同日以後初めてその期日を告示される

一般選挙から適用する。 
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第５８号議案 

   白石市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 白石市職員の育児休業等に関する条例（平成４年白石市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第５号を次のように改める。 

(５) 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の非常勤職

  員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ア) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう

。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日

」という。）（当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間内

に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末日から６月

を経過する日、第２条の４の規定に該当する場合にあっては当該子

が２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される場合にあ

っては、更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権者を

同じくする職（以下「特定職」という。）に採用されないことが明

らかでない非常勤職員 

(イ) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ア) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という

。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる

場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日。以下この

（ア）において同じ。）において育児休業をしている非常勤職員で

あって、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の

翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

(イ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引

き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 
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第２条の３第３号を次のとおり改める。 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次

に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げ

る場合に該当して育児休業をしている場合であって第３条第７号に掲げ

る事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、市長が

定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合

） 当該子の１歳６か月到達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、その

いずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日

）において地方等育児休業をしている場合 

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に

該当する場合  

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ
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れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業を

したことがない場合 

第２条の４を次のとおり改める。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月か

ら２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合

のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児

休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第

２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情が

ある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

(１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤

職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該

当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の

期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとする場合 

(２) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日に

おいて育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子

の１歳６か月到達日において地方等育児休業をしている場合 

(３) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすること

が継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定め

る場合に該当する場合 

(４) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後

の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場

合 

第２条の５を削る。 

第３条第５号を削り、同条第６号を同条第５号とし、同条第７号を同条第

６号とし、同条第８号中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であ

って、当該任期」に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る子に

ついて、当該任期が」を「任期を」に、「に特定職に引き続き」を「引き続
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いて特定職に」に、「任期の末日の」を「育児休業に係る子について、当該

更新前の任期の末日の」に、「引き続き採用される日」を「採用の日」に改

め、同号を同条第７号とし、同条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基

準として条例で定める期間は、５７日間とする。 

第１０条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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第５９号議案 

   白石市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 白石市営住宅管理条例（平成９年白石市条例第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表市営越田山根住宅の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第６０号議案 

   指定管理者の指定について

 下記のとおり指定管理者を指定したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号

）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。         

記

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

みやぎ蔵王白石スキー場

２ 指定管理者となる団体

白石市福岡八宮字不忘山無番地

特定非営利活動法人 不忘アザレア

３ 指定の期間

令和４年１２月１日から令和９年５月３１日

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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第６１号議案 

   指定管理者の指定について

 下記のとおり指定管理者を指定したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号

）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。         

記

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

白石市南蔵王休憩所

２ 指定管理者となる団体

白石市福岡八宮字不忘山無番地

特定非営利活動法人 不忘アザレア

３ 指定の期間

令和４年１２月１日から令和９年５月３１日

  令和４年９月２日 

白石市長 山 田 裕 一 
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